
1

小規模企業者等設備導入資金（設備貸与・設備資金貸付）申込書

設 備 資 金 貸 付 ・ 設 備 割 賦 ・ 設 備 リ ー ス（ 年）

※ 希望する制度に○印をつけて下さい。

(財)栃木県産業振興センター 理事長 様

受付番号 窓口ｺｰド 市町村ｺｰド(本社) 市町村ｺｰド(設置) 企業登録番号 デｨｰﾗｰ登録番号 担保

申

込

者

企 業 名

税務申告上の事業種目

業種コード

代表者名

本制度の担当者職・氏名

印

(社長携帯電話 )

本社所在地 〒□□□－□□□□

電話番号 ＴＥＬ ＦＡＸ

eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

設置場所 〒□□□－□□□□

電話番号 ＴＥＬ ＦＡＸ

(財)栃木県産業振興センターが実施する設備資金貸付・設備貸与制度を下記書類を添えて申込みいたします。

記

① 法人企業の場合は「法務局発行の現在事項全部証明書」及び「定款」

② 最近２年間の「決算書（付属明細書付・減価償却費明細書を含む）」

(申込時に決算後６か月を経過している場合は最近の残高試算表を添付)

※税務申告の受付印があるものに限る。

③ 申込設備の「カタログ又は設計図」及び「見積書」 各１部

④ 所轄県税事務所発行の「納税証明書」

⑤ 申込者（会社を含む）及び連帯保証人の「固定資産評価証明書（市町村発行）」

⑥ 提供しようとする担保物件の「登記簿謄本（共同担保目録を含む）」及び「公図」

⑦ 創業後１年未満の場合は「創業計画書」
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所在地付近の略図（最寄りの公共機関より） 企業の沿革

経営者の経歴

１．企業の概要

資 本 金

(千円)

最近３か年

の平均純利益

(①+②+③)÷3=

(千円)

個人

創業 年 月

法人

設立 年 月

従業員

の区分

常勤役員 従業員(直接部門) 従業員(間接部門) パート等 合 計 合計中/社会保険加入者数

名 名 名 名 名 ( 名 )

最近３か年

の売上高及

び当期純利益

期 間 年 月～ 年 月 年 月～ 年 月 年 月～ 年 月

売上高 千円 千円 千円

当期純利益 千円① 千円② 千円③

２．取引先状況

取引先名[所在地市町村名] 割 合 生産品名 取引年数 外注依存割合 材料調達割合 手形割合 手形日数 備 考

[ ] % 年 % % % 日

[ ] % 年 % % % 日

[ ] % 年 % % % 日

[ ] % 年 % % % 日

[ ] % 年 % % % 日

計 100 %
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３．設備計画

４．資金の調達計画 ※設備資金貸付利用者のみ記載する。

科 目 金 額 備 考

貸付申込額 万円 所要資金の１／２以内で万円未満は切捨てる。(特例企業は2/3以内)

自己資金 万円 内容（剰余金、積立金、増資、資産処分）

借 入 金 万円 借入先（ ）

そ の 他 万円 内 容（ ）

合 計 万円

５．現在の経営状況

経営又は技術の

現況と問題点

６．工場敷地状況

工場敷地

面 積 ㎡（内借地 ㎡）

工場建物

延 面 積 ㎡（内借家 ㎡）

申

込

設

備

設 備 名 数 量 金 額 設置時期 設備目的 申込外の投資計画

台 千円 年 月 更新･増設･新規 ・内容

・資金調達先

・金額（千円）

台 千円 年 月 更新･増設･新規

台 千円 年 月 更新･増設･新規

台 千円 年 月 更新･増設･新規

合 計 台 千円

設備の必要性・期待される効果（該当項目に○印を付けて下さい。複数回答可）

１．品質・精度の向上 ２．生産性の向上 ３．新規受注への対応 ４．合理化・省力化

５．人手不足への対応 ６．コストダウン ７．外注費の削減 ８．安全・衛生の向上

９．その他 （ ）
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連 帯 保 証 人 予 定 者 名

連

帯

保

証

人

の

内

容

氏 名

住 所

電話番号

生年月日 年 月 日 ( 歳) 年 月 日 ( 歳) 年 月 日 ( 歳)

職 業

申込者との関係

年間収入 千円 千円 千円

申込設備の購入先指定の要望

申込設備の購入先につきましては、別添の見積業者を次の理由により指定いたしたく要望いたします。

購入先指定の理由 （○印をつける）

１．長い取引信用がある。（ 年間） ２．アフターサービスが良い。

３．見積価格が安価である。 ４．取引先等の紹介・要望である。

５．申込設備の製造・販売が当該企業のみ。 ６．その他（ ）


